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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリエステルフィルムの少なくとも片面に厚さ０．０１～０．０５μｍの塗布層を有する
積層ポリエステルフィルムであり、当該塗布層が、ノニオン性の反応性乳化剤に由来する
親水基を分子中に有するアクリル系樹脂と、オキサゾリン化合物と、４級アンモニウム基
を有する化合物とを含有する塗布液から形成されてなり、積層ポリエステルフィルムの写
像性値が８９％以上であることを特徴とする表面保護フィルム用ポリエステルフィルム。
【請求項２】
請求項１記載のポリエステルフィルムの少なくとも片面に微粘着層を有することを特徴と
する表面保護フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、表面保護フィルム用ポリエステルフィルムおよび表面保護フィルムに関する
ものであり、さらに詳しくは、優れた帯電防止性能と易接着性能を兼ね備えた表面保護フ
ィルム用ポリエステルフィルムおよび表面保護フィルムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　二軸延伸ポリエステルフィルムは、透明性、寸法安定性、機械的特性、耐熱性、電気的
特性、ガスバリヤー性、耐薬品性などに優れ、包装材料、製版材料、表示材料、転写材料



(2) JP 5916461 B2 2016.5.11

10

20

30

40

50

、建材、窓貼り材料などを始め、メンブレンスイッチや、フラットディスプレイ等に用い
られる反射防止フィルム、拡散シート、プリズムシート等の光学フィルム、透明タッチパ
ネルなどに使用されている。しかし、かかる用途においてポリエステルフィルム上に他の
材料を塗布積層する場合に、使用される材料によっては接着性が悪いという欠点がある。
　二軸延伸ポリエステルフィルムの接着性を改良する方法の一つとして、ポリエステルフ
ィルムの表面に各種樹脂を塗布し、易接着性能を持つ塗布層を設ける方法が知られている
（特許文献１～２）。
【０００３】
　しかしながら、このような既存の易接着性の塗布層では、上塗り層の種類によっては、
その接着性が依然として十分ではない場合がある。例えば上塗り剤として、いわゆる無溶
剤型ＵＶ硬化塗料が使用される場合、無溶剤型の上塗り剤は溶剤系の上塗り剤に比べて易
接着層への浸透、膨潤効果が低いため、接着性が不十分となりやすい。
【０００４】
　これらの課題には、例えば特定の組成の易接着層を設けることにより、より優れた接着
性を付与する方法が提案され、改善がなされてきている（特許文献３～５）。
【０００５】
　しかし最近、ポリエステルフィルムを基材とした携帯電話やタブレットＰＣ等の情報端
末表示画面の保護用フィルムに使われることが増えてきており、特に屋外で使用される際
には、接着性だけではなく、長期間にわたり接着性を維持する接着耐候性能が求められて
いる。
【０００６】
　携帯電話やタブレットＰＣ等の表示画面の表面保護フィルムは、ポリエステルフィルム
基材の片面に微粘着層、その反対面にハードコート層を設けた構成で広く使われており、
微粘着層としては、のり残りやのり剤の滲み出しがなく、貼ったり剥がしたりが何回も可
能なシリコーン系の微粘着層を設けることが知られている（特許文献６）。
【０００７】
　また、ポリエステルフィルムは摩擦や剥離等の際に帯電しやすく、シリコーン塗工液を
塗布する際に、基材の帯電起因の塗布ムラが生じる問題が発生するため、ポリエステルフ
ィルムには接着性だけでなく帯電防止性能の付与も求められている。
【０００８】
　そのため、上記のような接着耐候性および帯電防止性を有する塗布層が必要とされてい
るが、従来のどの易接着塗布層および帯電防止性を有する易接着塗布層も、依然として十
分な効果は得られていない。
【０００９】
　さらには、携帯電話やタブレットＰＣ等の表示画面の高精細化が進むにつれ、表面保護
フィルムについても、表示画面に貼り付けた後の鮮映性が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開平２００２－５３６８７号公報
【特許文献２】特開平１１－２８６０９２号公報
【特許文献３】特開２００９－２２０３７６号公報
【特許文献４】特開２００９－２２１３５９号公報
【特許文献５】特開２０１０－１３５５０号公報
【特許文献６】特開２００７－１３６９８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、上記実情に鑑みなされたものであって、その解決課題は、表示画面に貼り付
けた後の鮮映性に優れたフィルムで、優れた帯電防止性、易接着性を併せ持つ塗布層を有
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するポリエステルフィルムおよび表面保護フィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者らは、上記の課題に関して鋭意検討を重ねた結果、特定のポリエステルフィル
ムに、特定の種類の化合物を含有する塗布層を設けることにより、上記課題が解決される
ことを見いだし、本発明を完成するに至った。
【００１３】
　すなわち、本発明の要旨は、ポリエステルフィルムの少なくとも片面に厚さ０．０１～
０．０５μｍの塗布層を有する積層ポリエステルフィルムであり、当該塗布層が、ノニオ
ン性の反応性乳化剤に由来する親水基を分子中に有するアクリル系樹脂と、オキサゾリン
化合物と、４級アンモニウム基を有する化合物とを含有する塗布液から形成されてなり、
積層ポリエステルフィルムの写像性値が８９％以上であることを特徴とする表面保護フィ
ルム用ポリエステルフィルム、および当該ポリエステルフィルムの少なくとも片面に微粘
着層を有することを特徴とする表面保護フィルムに存する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、表示画面に貼り付けた後の鮮映性に優れたフィルムで上塗り剤に対し
て、帯電防止性、易接着性の優れた塗布層を有するポリエステルフィルムを提供すること
ができ、本発明の工業的価値は高い。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明において使用する基材フィルムは、ポリエステルからなるものである。かかるポ
リエステルとは、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、アジ
ピン酸、セバシン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、１，４－シクロヘキシルジカ
ルボン酸のようなジカルボン酸またはそのエステルとエチレングリコール、ジエチレング
リコール、トリエチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、
ネオペンチルグリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノールのようなグリコールとを
溶融重縮合させて製造されるポリエステルである。これらの酸成分とグリコール成分とか
らなるポリエステルは、通常行われている方法を任意に使用して製造することができる。
例えば、芳香族ジカルボン酸の低級アルキルエステルとグリコールとの間でエステル交換
反応をさせるか、あるいは芳香族ジカルボン酸とグリコールとを直接エステル化させるか
して、実質的に芳香族ジカルボン酸のビスグリコールエステル、またはその低重合体を形
成させ、次いでこれを減圧下、加熱して重縮合させる方法が採用される。その目的に応じ
、脂肪族ジカルボン酸を共重合しても構わない。
【００１６】
　本発明のポリエステルとしては、代表的には、ポリエチレンテレフタレートやポリエチ
レン－２，６－ナフタレート、ポリ－１，４－シクロヘキサンジメチレンテレフタレート
等が挙げられるが、その他に上記の酸成分やグリコール成分を共重合したポリエステルで
あってもよく、必要に応じて他の成分や添加剤を含有していてもよい。
【００１７】
　本発明におけるポリエステルフィルムには、フィルムの走行性を確保したり、キズが入
ることを防いだりする等の目的で粒子を含有させることができる。このような粒子として
は、例えば、シリカ、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、リン酸カルシウム、カオリン
、タルク、酸化アルミニウム、酸化チタン、アルミナ、硫酸バリウム、フッ化カルシウム
、フッ化リチウム、ゼオライト、硫化モリブデン等の無機粒子、架橋高分子粒子、シュウ
酸カルシウム等の有機粒子、さらに、ポリエステル製造工程時の析出粒子等を用いること
ができる。
【００１８】
　本発明のフィルムは、写像性値が８９％以上、好ましくは９３％である。写像性値が８
９％より小さい場合は、鮮映性が損なわれるため表示画面の保護フィルム用としての視認
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性が損なわれる。
【００１９】
　用いる粒子の粒径や含有量はフィルムの用途や目的に応じて選択されるが、平均粒径に
関しては、通常は０．０１～５．０μｍの範囲である。平均粒径が５．０μｍを超えると
フィルムの表面粗度が粗くなりすぎたり、粒子がフィルム表面から脱落しやすくなったり
する。平均粒径が０．０１μｍ未満では、表面粗度が小さすぎて、十分な易滑性が得られ
ない場合がある。
【００２０】
　なお、フィルムの透明性、平滑性などを特に確保したい場合には、実質的に粒子を含有
しない構成とすることもできる。また、適宜、各種安定剤、潤滑剤、帯電防止剤等をフィ
ルム中に加えることもできる。
【００２１】
　本発明のフィルムの製膜方法としては、通常知られている製膜法を採用でき、特に制限
はない。例えば、まず溶融押出によって得られたシートを、ロール延伸法により、７０～
１４５℃で２～６倍に延伸して、一軸延伸ポリエステルフィルムを得、次いで、テンター
内で先の延伸方向とは直角方向に８０～１６０℃で２～６倍に延伸し、さらに、１５０～
２５０℃で１～６００秒間熱処理を行うことでフィルムが得られる。さらにこの際、熱処
理のゾーンおよび／または熱処理出口のクーリングゾーンにおいて、縦方向および／また
は横方向に０．１～２０％弛緩する方法が好ましい。
【００２２】
　本発明におけるポリエステルフィルムは、単層または多層構造である。多層構造の場合
は、表層と内層、あるいは両表層や各層を目的に応じ異なるポリエステルとすることがで
きる。
【００２３】
　本発明のポリエステルフィルムは少なくとも片面に塗布層を有するが、フィルムの反対
面に同様のあるいは他の塗布層や機能層を設けていても、本発明の概念に当然含まれるも
のである。
【００２４】
　本発明において塗布層は、様々な塗布方法により設けてもよいが、フィルムの製膜中に
塗布層を設ける、いわゆるインラインコーティング、特に塗布後に延伸を行う塗布延伸法
により設けることが望ましい。
【００２５】
　インラインコーティングは、ポリエステルフィルム製造の工程内でコーティングを行う
方法であり、具体的には、ポリエステルを溶融押出ししてから二軸延伸後熱固定して巻き
上げるまでの任意の段階でコーティングを行う方法である。通常は、溶融・急冷して得ら
れる実質的に非晶状態の未延伸シート、その後に長手方向（縦方向）に延伸された一軸延
伸フィルム、熱固定前の二軸延伸フィルムの何れかにコーティングする。特に塗布延伸法
としては、一軸延伸フィルムにコーティングした後に横方向に延伸する方法が優れている
。
【００２６】
　かかる方法によれば、製膜と塗布層塗設を同時に行うことができるため、製造コスト上
のメリットがあり、コーティング後に延伸を行うために、薄膜で均一なコーティングとな
るために接着性能が安定する。また、二軸延伸される前のポリエステルフィルム上を、ま
ず易接着樹脂層で被覆し、その後フィルムと塗布層を同時に延伸することで、基材フィル
ムと塗布層が強固に密着することになる。
【００２７】
　また、ポリエステルフィルムの二軸延伸は、テンターによりフィルム端部を把持しつつ
横方向に延伸することで、フィルムが長手／横手方向に拘束されており、熱固定において
、しわ等が入らず平面性を維持したまま高温をかけることができる。それゆえ、コーティ
ング後に施される熱処理が他の方法では達成されない高温とすることができるために、塗
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布層の造膜性が向上し、また塗布層とポリエステルフィルムが強固に密着する。易接着性
ポリエステルフィルムとして、塗布層の均一性、造膜性の向上および塗布層とフィルムの
密着は好ましい特性を生む場合が多い。
【００２８】
　この場合、用いる塗布液は、取扱い上、作業環境上、安全上の理由から水溶液または水
分散液であることが望ましいが、水を主たる媒体としていれば、有機溶剤を含有していて
もよい。
【００２９】
　次に、本発明においてフィルムに設ける塗布層について述べる。
【００３０】
　本発明の塗布層は、反応性乳化剤に由来する親水基を分子中に有するアクリル系樹脂と
、オキサゾリン系化合物と、４級アンモニウム基を有する化合物とを含有する塗布液を、
フィルム上に塗布・乾燥・硬化することで得ることができる。なお、塗布液中には、その
他の成分を含有していても構わない。
【００３１】
　得られる塗布層は、各成分が完全に反応していない場合は、各成分の未反応物と反応生
成物との双方が含まれることとなり、反応生成物と未反応物の割合は、硬化条件等により
適宜変更されうる。
【００３２】
　前述したように、従来の技術では、密着性と帯電防止性能とが十分な水準で両立しなか
った。この原因は必ずしも明確ではないが、次のような理由があるものと考えられる。
【００３３】
　すなわち、塗布によって十分な帯電防止性能を得ようとすると、必要な帯電防止成分の
量を得るために、塗布層を厚くする必要があるが、このような厚い塗布層では、密着性の
試験方法として一般的に行われる、上塗り剤を加工した後に強制剥離試験を行った際、塗
布層と上塗り層との界面での剥離以外に、塗布層自体の凝集破壊が起こりやすくなる。そ
のために十分な密着性を確保することができなかった。この凝集破壊を防ぐために、例え
ば架橋剤の使用によって塗布層自体の凝集力を高めると、塗布層中における帯電防止成分
のネットワークを阻害し、帯電防止性能が低下する、あるいは凝集破壊を防ぐために塗布
層を薄くすると、帯電防止成分の総量も減り、やはり帯電防止性能が低下するという堂々
巡りに陥る。また、塗布層を厚くする代わりに、帯電防止成分が塗布層全体の有効成分に
占める比率を高くした場合も、これらの成分が密着性に乏しい場合、やはり得られる塗布
層が高い密着性を有することはできなかった。
【００３４】
　つまり、帯電防止性能と密着性を両立するためには、用いる材料の選定および塗布層の
構成に、新たな組み合わせを見いだす必要があったのである。
【００３５】
　本発明において塗布層を形成するための塗布液に含有されるアクリル系樹脂とは、アク
リル系、メタアクリル系のモノマーに代表されるような、炭素－炭素二重結合を持つ重合
性モノマーからなる重合体である。
【００３６】
　かかる炭素－炭素二重結合を持つ重合性モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタ
クリル酸、クロトン酸、イタコン酸、フマル酸、マレイン酸、シトラコン酸のような各種
カルボキシル基含有モノマー類、およびそれらの塩、２－ヒドロキシエチル（メタ）アク
リレート、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ
）アクリレート、モノブチルヒドロキルフマレート、モノブチルヒドロキシイタコネート
のような各種の水酸基含有モノマー類、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）ア
クリレート、プロピル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、ラウリル（
メタ）アクリレートのような各種の（メタ）アクリル酸エステル類、（メタ）アクリルミ
ド、ジアセトンアクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルアミドまたは（メタ）アクリロ
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、ジビニルベンゼン、ビニルトルエンのような各種スチレン誘導体、酢酸ビニル、プロピ
オン酸ビニルのような各種のビニルエステル類などが挙げられるが、特に本発明では、ア
クリル酸、メタクリル酸、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステルのうちの一種以上
を含有する共重合体であることが好ましい。
【００３７】
　またかかるモノマー類を重合してアクリル系樹脂を得るにあたり、本発明では、水中に
モノマー類を分散し重合する乳化重合法を用いた、水分散体の形態で得ることが好ましい
。モノマーを水分散するには乳化剤を用いるが、本発明においては、ノニオン性またはア
ニオン性の反応性乳化剤を用いることが好ましい。その他の乳化剤を用いて得られたアク
リル樹脂では、得られる塗布層が十分な密着性を示さないことが多い。ここで言う反応性
乳化剤とは、分子中にラジカル重合性の二重結合を持ち、アクリル系樹脂の重合の際に、
樹脂中に共重合するような乳化剤を指す。ノニオン性であることが特に好ましく、その場
合、親水基としてはアルキレンオキサイドを用いたものが好ましい。アニオン性の場合、
親水基としては硫酸エステル塩が好ましい。
【００３８】
　得られたアクリル系樹脂水分散は、その平均分散粒径が、０．０１～０．２μmの範囲
であることが好ましく、さらに好ましくは０．０２～０．０９μmである。平均分散粒径
が上記範囲より大きいと、得られる塗布層の外観や密着性に劣る傾向がある。また上記範
囲より小さいと、やはり密着性に劣る傾向がある。
【００３９】
　本発明において塗布層を形成するための塗布液に含有される、４級アンモニウム基を有
する化合物としては、分子内に４級化されたアンモニウム基を有する化合物を指し、特に
高分子化合物であることが好ましい。また水溶性化合物であることが好ましい。
【００４０】
　本発明では例えば、４級アンモニウム基と不飽和性二重結合を有する単量体を成分とし
て含む重合体を用いることができる。
【００４１】
　かかる重合体の具体的な例としては、例えば下記式１または下記式２で示される構成要
素を繰返し単位として有する重合体が挙げられる。これらの単独重合体や共重合体、さら
に、その他の複数の成分を共重合していても構わない。
【００４２】
【化１】

【００４３】
　上記式中、Ｒ１は水素原子または炭素数が１～３のアルキル基、Ｒ２は－Ｏ－または－
ＮＨ－、Ｒ３は炭素数が１～６のアルキレン基または式１の構造を成立しうるその他の構
造、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３はそれぞれが、水素原子または炭素数が１～３のアルキル基、Ｘ－

は１価の陰イオンである。
【００４４】
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【化２】

【００４５】
　上記式中、Ｒ１およびＲ２はそれぞれ、水素原子または炭素数が１～３のアルキル基、
Ｘ－は１価の陰イオンである。
【００４６】
　上記式１で示される構成要素を持つ重合体は、得られる塗布層の透明性に優れ好ましい
。ただし塗布延伸法においては、耐熱性に劣る場合があり、塗布延伸法に用いる場合、Ｘ
－はハロゲンではないことが好ましい。
【００４７】
　上記式２で示される構成要素や、その他の４級アンモニウム塩基が高分子骨格内にある
化合物は、耐熱性に優れており、塗布延伸法においても帯電防止性が得られやすい。
【００４８】
　また、本発明では、塗布層を形成するための塗布液にオキサゾリン化合物を含有する必
要がある。
【００４９】
　本発明におけるオキサゾリン化合物とは、分子内にオキサゾリン基を有する化合物を指
し、原料モノマーの少なくとも一つとしてオキサゾリン基を含むモノマーを使用して合成
することができる。かかるモノマー類としては、例えば、２－ビニル－２－オキサゾリン
、５－メチル－２－ビニル－２－オキサゾリン、４，４－ジメチル－２－ビニル－２－オ
キサゾリン、４，４－ジメチル－２－ビニル－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，－オキサジ
ン、４，４，６－トリメチル－２－ビニル－５，６－ジヒドロ－４Ｈ－１，３－オキサジ
ン、２－イソプロペニル－２－オキサゾリン、４，４－ジメチル－２－イソプロペニル－
２－オキサゾリン、４－アクリロイル－オキシメチル－２，４－ジメチル－２－オキサゾ
リン、４－メタクリロイル－オキシメチル－２，４－ジメチル－２－オキサゾリン、４－
メタクリロイル－オシメチル－２－フェニル－４－メチル－２－オキサゾリン、２－（４
－ビニルフェニル）－４，４－ジメチル－２－オキサゾリン、４－エチル－４－ヒドロキ
シメチル－２－イソプロペニル－２－オキサゾリン、４－エチル－４－カルボエトキシメ
チル－２－イソプロペニル－２－オキサゾリン等を例示することができる。これらあるい
はその他のオキサゾリン基含有モノマーの１種以上を使用することができる。
【００５０】
　また、本発明においては、オキサゾリン基を含有しない、その他の成分を共重合してい
ることが好ましい。ここで、その他の成分とは、オキサゾリン基含有モノマーと共重合し
得るモノマーであれば特に限定されない。例えば、（メタ）アクリル酸エステル類、（メ
タ）アクリルアミド類、スチレン系モノマー等の、ビニル基を含有するモノマーを用い、
ビニルオキサゾリンモノマーと共重合した樹脂は、反応性も高く、工業的に得やすい。
【００５１】
　また塗布液には、その他の架橋剤を含有しても構わない。
【００５２】
　塗布層を設けるための塗布液中には、必要に応じて上記述べた成分以外を含むことがで
きる。例えば、界面活性剤、その他のバインダーや帯電防止剤、滑材、粒子、消泡剤、塗
布性改良剤、増粘剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、発泡剤、染料、顔料等である。これら
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の添加剤は単独で用いてもよいが、必要に応じて二種以上を併用してもよい。
【００５３】
　塗布層の厚さは、最終的に得られるフィルム上の皮膜厚さとして、上限は０．０７μm
であり、好ましくは０．０５μm以下である。また下限は０．０１μｍ、好ましくは０．
０２μm以上である。塗布層の組成を前述のように限定した上で、塗布層の厚さを上記の
範囲とした場合に、密着性と帯電防止性能が高い水準で両立される。
【００５４】
　塗布層の帯電防止性は、塗布層の表面固有抵抗により測られる。表面固有抵抗が低いほ
ど、帯電防止性が良好であるといえる。表面固有抵抗が１×１０１３Ω以下であれば帯電
防止性としては問題のないレベルと言え、１×１０１２Ω以下であれば、極めて良好な帯
電防止性であると言える。
【実施例】
【００５５】
　以下に実施例を挙げて本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はその要旨を越えない
限り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、実施例および比較例における評価
方法は下記のとおりである。
【００５６】
（１）ポリエステルの極限粘度の測定
　ポリエステルに非相溶な他のポリマー成分および顔料を除去したポリエステル１ｇを精
秤し、フェノール／テトラクロロエタン＝５０／５０（重量比）の混合溶媒１００ｍｌを
加えて溶解させ、３０℃で測定した。
【００５７】
（２）ポリエステルフィルム中に添加する粒子の平均粒径（ｄ５０）
　島津製作所製遠心沈降式粒度分布測定装置ＳＡ－ＣＰ３型を用いてストークスの抵抗則
にもとづく沈降法によって粒子の大きさを測定した。
【００５８】
（３）塗布組成物の平均粒径
　塗布組成物の水分散体を適当な濃度に希釈し、日機装製マイクロトラックＵＰＡにて、
個数平均の５０％平均径を測定した。
【００５９】
（４）塗布層厚み
　包埋樹脂でフィルムを固定し断面をミクロトームで切断し、２％オスミウム酸で６０℃
、２時間染色して試料を調整した。得られた試料を、透過型電子顕微鏡（日本電子製ＪＥ
Ｍ２０１０）で観察し、塗布層の厚みを測定した。フィルムの計１５箇所を測定し、数値
の大きい方から３点と、小さい方から３点を除いた９点の平均を塗布層厚みとする
【００６０】
（５）写像性値
　ＪＩＳ－Ｋ－７１０５に準じ、スガ試験機（株）製写像性測定機　ＩＣＭ－１により、
透過法にてフィルムの写像性値を測定した。なお、値は、光学くし０．１２５ｍｍのもの
を読みとる。
【００６１】
（６）接着性
　サンプルの塗布層上に、下記に示すとおりの活性エネルギー線硬化樹脂組成物を、硬化
後の厚さが７μｍになるように塗布し、８０℃に設定した熱風乾燥式オーブンにて１分間
乾燥させた。次いで、１２０Ｗ／ｃｍのエネルギーの高圧水銀灯を使用し、照射距離１０
０ｍｍにて約７秒間照射し硬化を行って、フィルム上に活性エネルギー線硬化樹脂層を設
けた積層フィルムを得た。この時の活性エネルギー線の積算光量を、紫外線積算光量計Ｕ
ＩＴ－２５０および受光器ＵＶＤ－Ｃ３６５（ウシオ電機製）を用いて測定したところ、
約１１０ｍＪ／ｃｍ２であった。得られた積層フィルムの活性エネルギー線硬化樹脂層に
、１インチ幅に碁盤目が１００個になるようクロスカットを入れ、その上に１８ｍｍ幅の



(9) JP 5916461 B2 2016.5.11

10

20

30

40

テープ（ニチバン製セロテープ（登録商標）ＣＴ－１８）を貼り付け、急速剥離テストを
実施し、剥離面積によりその密着性を評価した。判定基準は以下のとおりである。
　◎：碁盤目剥離個数＝０
　○：１≦碁盤目剥離個数≦１０
　△：１１≦碁盤目剥離個数≦２０
　×：２１＜碁盤目剥離個数
　××：全面が剥離
　硬化樹脂組成物：日本化薬製ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡを８０重量部、日本化薬製ＫＡ
ＹＡＲＡＤ　Ｒ－１２８Ｈを２０重量部、チバスペシャルティケミカル製ＩＲＧＡＣＵＲ
Ｅ６５１を５重量部の混合物をトルエンで希釈し、濃度３０重量％とした組成物
【００６２】
（７）表面固有抵抗（Ω／□）
　日本ヒューレット・パッカード社製　高抵抗測定器：ＨＰ４３３９Ｂおよび測定電極：
ＨＰ１６００８Ｂを使用し、２３℃，５０％ＲＨの測定雰囲気でサンプルを３０分間調湿
後、表面固有抵抗値を測定した。なお、表面固有抵抗が１×１０１２Ω以下であれば良好
な帯電防止性能があると言え、１×１０１０Ω以下であれば十分な帯電防止性能があると
言える。
【００６３】
（８）視認性
　微粘着層を設けたフィルムの反対面に上記（１）と同様のハードコート層を設けた後、
実際に携帯電話の表示画面に貼り付けて、鮮映性・視認性について、下記判定基準により
、判定を行った。
《判定基準》
　◎：鮮映性・視認性、特に良好（実用上、問題ないレベル）
　○：鮮映性・視認性良好（実用上、問題ないレベル）
　×：鮮映性・視認性不良（実用上、問題あるレベル）
【００６４】
（９）保護フィルムとしての総合評価
　○：接着性、帯電防止性、視認性いずれも良好であり、保護フィルム用として好適であ
る
　×：接着性、帯電防止性、視認性のいずれかの特性が劣っており、保護フィルム用とし
て不適当である
【００６５】
　実施例、比較例中で使用したポリエステル原料は次のとおりである。
（ポリエステル１）：実質的に粒子を含有しない、極限粘度０．６６のポリエチレンテレ
フタレート
（ポリエステル２）：平均粒径（ｄ５０）が１．６μmの非晶質シリカを０．３重量％含
有する、極限粘度０．６５のポリエチレンテレフタレート
（ポリエステル３）：平均粒径（ｄ５０）が０．５μｍの架橋高分子微粉体を０．５重量
％含有する、極限粘度０．６１のポリエチレンテレフタレート
（ポリエステル４）：平均一次粒径２０ｎｍ、平均粒径（ｄ５０）が０．１μｍのγ型酸
化アルミニウム微細凝集粒子を１．５重量％含有する、極限粘度０．６１のポリエチレン
テレフタレート
　また、塗布組成物としては以下を用いた。
（Ｅ１）：下記式１－１の構成単位と、下記式１－２の構成単位とを重量比率で９５／５
の重量比率で共重合した、数平均分子量２００００の高分子化合物
【００６６】
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【化３】

【００６７】
【化４】

【００６８】
（Ｅ２）：下記式２－１の構成単位からなる高分子化合物
【００６９】
【化５】

【００７０】
（Ｅ３）：下記式３－１の構成単位とアクリル酸エステルが共重合された構造を有する高
分子化合物
【００７１】

【化６】

【００７２】
（Ａ１）：
反応性乳化剤としてアルコキシポリエチレングリコールメタクリレートを存在下に、アク
リル酸アルキルエステル、メタクリル酸アルキルエステル、メタクリル酸、Ｎ－メチロー
ルアクリルアミドを主成分として共重合した、ガラス転移点が５０℃、酸価が１４ｍｇＫ
ＯＨ、平均粒径が０．０５μmであるアクリル樹脂
（Ｃ１）：オキサゾリン基がアクリル系樹脂にブランチされたポリマー型架橋剤であるエ
ポクロス　ＷＳ－５００（日本触媒製）
（Ｃ２）：メトキシメチロールメラミンであるベッカミン　Ｊ－１０１（日本資材製）。
（Ｃ３）：ポリグリセロールポリグリシジルエーテルであるデナコールＥＸ－５２１（ナ
ガセケムテックス製）
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（Ｆ１）：平均粒径０．０７μｍのシリカゾル水分散体
（Ｓ１）：界面活性剤サーフィノール４６５（エアープロダクツ製）
【００７３】
比較例１：
　上記ポリエステル１とポリエステル２をそれぞれ８３％、１７％の割合で混合した混合
原料をＡ層の原料とし、ポリエステル１を１００％の原料をＢ層の原料として、２台の押
出機に各々を供給し、各々２８５℃で溶融した後、Ａ層を最外層（表層）、Ｂ層を中間層
として、４０℃に冷却したキャスティングドラム上に、２種３層（ＡＢＡ）で、厚み構成
比がＡ：Ｂ：Ａ＝６：８８：６になるように共押出し冷却固化させて無配向シートを得た
。次いで、ロール周速差を利用してフィルム温度８５℃で縦方向に３．４倍延伸した後、
テンターに導き、横方向に１２０℃で４．０倍延伸し、２３０℃で熱処理を行った後、フ
ィルムをロール上に巻き上げ、厚さ５０μｍの積層ポリエステルフィルムを得た。得られ
たフィルムの特性を下記表２に示す。
【００７４】
実施例１：
　比較例１と同様の工程において得られた一軸配向フィルムの両面に、下記表１に示すと
おりの塗布液を塗布した。次いでこのフィルムをテンター延伸機に導き、その熱を利用し
て塗布組成物の乾燥を行いつつ、比較例１と同様の工程によって、フィルム厚みが５０μ
ｍの二軸配向ポリエチレンテレフタレートフィルムの上に、表１に示す厚さの塗布層を設
けた積層ポリエステルフィルムを得た。このフィルムの特性を下記表２に示す。
【００７５】
実施例２～４、比較例２～６：
　実施例１と同様の工程において、塗布液を表１に示すように変更し、フィルム厚みが５
０μｍの基材フィルムの上に塗布層を設けた積層ポリエステルフィルムを得た。このフィ
ルムの特性を表２に示す。
【００７６】
実施例５：
　上記ポリエステル１とポリエステル３とポリエステル４を重量比でそれぞれ６０％、３
０％、１０％の割合で混合した混合原料をＡ層の原料とすること以外は実施例１と同様の
方法により、積層ポリエステルフィルムを得た。得られたフィルムの特性を下表２に示す
。
【００７７】
比較例７：
　上記ポリエステル１とポリエステル２を重量比でそれぞれ４０％、６０％の割合で混合
した原料をＡ層の原料とする以外は実施例１と同様の方法により積層ポリエステルフィル
ムを得た。得られたフィルムの特性を下表２に示す。
【００７８】
　次に、このフィルムの片面に、微粘着層としてシリコーン塗工液（末端基のみビニル基
を有する直鎖状ポリオルガノシリコーン（信越化学工業製「Ｘ－６２－１３４７」）１０
０部（固形分重量部）に対し、白金触媒（信越化学工業製「ＣＡＴ－ＰＬ－５６」）２部
（固形分重量部）を、バーコーターを用いて塗工し、１５０℃、２分間塗膜を乾燥・硬化
させ、厚み２５μｍの微粘着層を設けた。このようにして得られたフィルムは、表２に示
したように優れた特性を持つので、実際に携帯電話の表示画面に貼り付けて保護フィルム
として用いた時の視認性は、比較例７以外はいずれも良好で好適に使用できた。
【００７９】
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【表１】

【００８０】
【表２】

【産業上の利用可能性】
【００８１】
　本発明のフィルムは、優れた帯電防止性と易接着性を必要とする表面保護フィルム用ポ
リエステルフィルムとして、好適に利用することができる。
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